
国土交通省 138億円
・適切な汚水処理の確保等のための

下水道事業に必要な経費 52億円 等

経済産業省 1,152億円 （ 34% ）
・エネルギー使用合理化事業者支援補助金 448億円
・クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金 300億円
・住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金 76億円 等

Ａ．2020年までに温室効果ガス削減に効果があるもの 3,385億円

別紙１

環境省 794億円 （ 23% ）
・再生可能エネルギー等導入推進事業

220億円
・低炭素価値向上に向けた社会システム

構築支援基金 94億円 等

その他省庁 6億円

A～Dの４分類ごとの府省別内訳等

農林水産省 1,176億円 （ 35% ）
・森林環境保全整備事業 784億円
・水源林造成事業 249億円 等

復興庁 119億円
・森林環境保全整備事業 42億円 等



（注）26年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2020年までに温室効果ガス削減に効果があるもの」
に該当すると考えられるものを集計したところ、計3,385億円であった。

運輸部門の取組 418億円（12%）

【参考：「Ａ．2020年までに温室効果ガス削減に効果があるもの」の対策分野別内訳】

業務その他部門・家庭部門の取組 133億円

横断的施策等 238億円（7%）

低炭素型の都市・地域構造

483億円(14%)

京都メカニズムに関する対策・施策

2億円

産業部門（製造事業者等）の取組 561億円（17%）

森林吸収源対策 1,354億円（40％）

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 59億円

エネルギー転換部門の取組

136億円



B．2021年以降に温室効果ガス削減に効果があるもの 1,903億円

経済産業省 1,261億円（ 66% ）
・メタンハイドレート開発促進事業委託費 127億円
・戦略的省エネルギー技術革新プログラム 93億円
・二酸化炭素削減技術実証試験事業 85億円 等

文部科学省 332億円 （ 17% ）
・ITER計画等の実施 251億円
・戦略的創造研究推進事業

（先端的低炭素化技術開発） 57億円 等

環境省 141億円 （ 7% ）
・CO2排出削減対策強化誘導型

技術開発・実証事業 48億円 等

農林水産省 124億円 （ 7% ）
・「緑の新規就業」総合支援事業費 64億円 等

復興庁 33億円
・革新的エネルギー研究開発拠点形成 13億円 等

国土交通省 12億円
・先導的都市環境

形成促進事業 4億円 等



（注）26年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2021年以降に温室効果ガス削減に効果があるもの」
に該当すると考えられるものを集計したところ、計1,903億円であった。

エネルギー転換部門の取組

375億円（20%）

【参考：「B． 2021年以降に温室効果ガス削減に効果があるもの」の対策分野別内訳】

業務その他部門・家庭部門の取組 24億円

横断的施策等 1,266億円（67%）

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 69億円

運輸部門の取組 17億円

森林吸収源対策 100億円(5%)

低炭素型の都市・地域構造

50億円

産業部門（製造事業者等）の取組

2億円



C．その他結果として温室効果ガス削減に資するもの 3,151億円

その他省庁 17億円

農林水産省 587億円 （ 19% ）
・治山事業による森林の保全 418億円
・山林施設災害復旧等事業 66億円 等

環境省 693億円 （ 22% ）
・循環型社会形成推進交付金 530億円
・”一足飛び”型発展の実現に向けた資金支援
（うち基金／ADB拠出金） 60億円 等

経済産業省 1,081億円 （ 34% ）
・風力発電のための送電網整備実証

事業費補助金 151億円
・次世代エネルギー・社会システム実証事業

60億円 等

国土交通省 279億円（ 9% ）
・都市鉄道整備事業費補助

（地下高速鉄道） 124億円 等

復興庁 495億円（ 16% ）
・山林施設災害復旧事業

484億円 等



（注）26年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「その他結果として温室効果ガス削減に資するもの」に
該当すると考えられるものを集計したところ、計3,151億円であった。

【参考：「C．その他結果として温室効果ガス削減に資するもの」の対策分野別内訳】

低炭素型の都市・地域構造 75億円

京都メカニズムに関する対策・施策

105億円

森林吸収源対策

1,124億円（36%）

エネルギー転換部門の取組

970億円（31%）

業務その他部門・家庭部門の取組 71億円

エネルギー起源二酸化炭素以外の

排出削減対策・施策 576億円（18%）

横断的施策等 26億円

産業部門（製造事業者等）の取組

9億円
運輸部門の取組 196億円(6%)



D．基盤的施策など 626億円

文部科学省 177億円 （ 28% ）
・全球地球観測システム構築の推進

に必要な経費 108億円 等

経済産業省 270億円（ 43% ）
・国際エネルギー消費効率化等技術・

システム実証事業 220億円 等

復興庁 15億円

国土交通省 90億円 （ 14% ）
・静止気象衛星業務整備費

70億円 等

農林水産省 24億円
・生産現場強化のための研究開発

7億円 等
環境省 43億円 （ 7% ）
・いぶき（GOSAT）観測体制強化及び
いぶき後継機開発体制整備 7億円 等

その他省庁 8億円



（注）26年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「基盤的施策など」に該当すると考えられるものを集計
したところ、計626億円であった。

【参考：「D．基盤的施策など」の対策分野別内訳】

低炭素型の都市・地域構造 3億円

京都メカニズムに関する対策・施策

1億円森林吸収源対策 7億円

横断的施策等 600億円（96%）

産業部門（製造事業者等）の取組 5億円

エネルギー転換部門の取組

10億円


